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監督署

通信
令和４年（確定）及び令和５年（３月末）の労働災害発生状況について

■ 石綿の有無の事前調査は「建築物石綿含有建材調査者」が行う必要があります！

建築物などの解体・改修・各種設備工事を行う施工業者（元請業者）は、工事規模にかかわらず

石綿についての事前調査を行う必要があり、また、一定規模以上の工事の場合は事前調査結果

を労働基準監督署と都道府県等に報告する必要があります。

この事前調査について、令和５年10月１日着工の工事からは「建築物石綿含有建材調査者」

が行う必要があります。詳細は裏面をご確認ください。
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7 1,220 14 3,117 1 347 4 452 105 30.3% 138 1 212 74 53.6%

7 1,120 14 1,155 1 307 4 285 -22 -7.2% 110 1 131 21 19.1%

100 1,962 40 167 127 317.5% 28 81 53 189.3%

1 2 218 2 321 58 58 0 0.0% 16 29 13 81.3%

2 3 321 1 1 - 0 -

3 建設業 4 227 8 304 39 1 40 1 2.6% 5 11 6 120.0%

73 3 119 14 1 12 -2 -14.3% 1 5 4 400.0%

3 123 3 117 19 20 1 5.3% 2 4 2 100.0%

18 12 5 5 0 0.0% 0 2 2 -

3 77 3 78 14 9 -5 -35.7% 2 1 -1 -50.0%

1 31 2 68 6 8 2 33.3% 2 2 0 0.0%

4 運輸交通業 113 132 38 33 -5 -13.2% 17 15 -2 -11.8%

5 　貨物取扱業 1 2 1 -1 -100.0% 1 -1 -100.0%
６－

２ 1 37 2 32 1 6 1 4 -2 -33.3% 1 1 -
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■ 秋田労働局 第14次労働災害防止計画（14次防）がスタートします！

本年は第14次労働災害防止計画（14次防）のスタートの年になります。

計画期間は2023年４月１日から2028年３月31日まで、計画目標は「秋田労働局、事業者、労働者等の関係者が一

体となって、一人の被災者も出さないという基本理念の実現に向け、指標（アウトプット指標、アウトカム指標）を定

め、計画期間内に達成することを目指す」となります。

14次防では、労働災害防止のための具体的な取組事項を定めており、労働者の協力のもと事業者が実施する取

組の進捗状況を「アウトプット指標」と定め、その達成により期待される事項を「アウトカム指標」としています。

今回は建設業のアウトプット指標、アウトカム指標をご紹介します。

死亡災害の撲滅及び労働災害の減少に向け、引き続き安全衛生対策の推進をお願いします。

アウトプット指標
墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む建設業の事業場の割合を2027年までに85％以上
とする。

アウトカム指標
建設業の死亡者数を2022年と比較して2027年までに15％以上減少させる。

• ① 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントの周知について、集団指導及び個別
指導等のあらゆる機会に実施する。

② 熱中症及び騒音障害防止に係る対策について、各ガイドラインに基づく指導を実施する。

③ 建設工事関係者との連絡会議を開催し、安全衛生に配慮した発注等について協議する。

具体的取組事項



石綿の有無の事前調査結果の報告制度の概要


